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研究要旨
本研究は、特定保健指導実施率の低迷という課題に対し、多次元ビッグデータ解析および質

的研究の統合エビデンスに基づき、40歳代の生活実態に合致したICT活用型統合保健指導（

ウェル・スマート）の教材開発と支援スケジュールの構築を目的とした。研究班は、生活リ

ズム、食生活（尿ナトカリ比を含む）、運動、セルフモニタリング等の観点から教材を作成

し、12週間の介入プログラムを設計した。介入では、セルフモニタリング、定期的評価とフ

ィードバック、対面・オンライン指導、ICT教材の提供を組み合わせた包括的支援を構築し

た。その結果、行動の可視化と継続的支援が可能となり、自己効力感の向上を通じた行動変

容促進が期待される。本研究は、ICTを活用した保健指導の実装に向けた基盤的知見を提供

するものであり、今後は実際の介入研究により有効性の検証が必要である。

A．研究目的 
 本研究班の目的は、特定保健指導実施率の
低迷という我が国の循環器疾患予防におけ
る重要課題に対し、多次元ビッグデータ解析
および質的研究の統合エビデンスに基づき、
40 歳代の生活実態に合致した ICT 活用型統
合保健指導（ウェル・スマート）を開発し、
その有効性を非盲検二群比較介入研究によ
り検証することである。これまでの研究によ
り、腹囲－２cm・体重－２kg を達成しやす
い対象者の特性や、セルフモニタリング、改
善度の可視化、身体活動増加、減塩、生活リ
ズムの改善、ICT 活用等の有効な支援要素が
示されている。本研究では、これらの知見を
統合し、ICT を活用したウェル・スマートプ
ログラムにて使用する教材の開発と、それら
を用いた支援スケジュールの検討を行うこ
とを目的とする。

B．研究方法 
本研究班では、多様な時・場で実施できる

ICT を活用したウェル・スマートの開発を生
活リズム、モニタリング、食生活（尿ナトカ
リ比を含む）、運動、保健指導に使用する観
点から教材を、研究代表者、研究分担者およ
び研究協力者が協働して教材を作成した。

また、それらを用いた支援の全体スケジュ
ールについて検討を行った。

（倫理面への配慮）
本研究は、東京科学大学医学系倫理審査委

員会に申請済みであり、承認後、UMIN への
登録を行う予定である。

C．研究結果 
本研究における介入は、A グループ（介入

群）を対象に、ICT を活用した生活習慣改善
支援プログラムを 12 週間実施するプログラ
ムを設計した。

対象は、大阪および東京に拠点を有する流
通企業 1 社の従業員とする。介入内容は、セ
ルフモニタリング、定期的なフィードバッ

46



ク、対面およびオンラインによる指導、なら
びに ICT 教材の提供を組み合わせた包括的
なプログラムである。各項目の概要を以下に
示す。各グループの介入および研究班のスケ
ジュールの概略は図 1 に示す通りである。 

（1）セルフモニタリング
研究参加者には、体組成計（タニタ社製）お
よび腕時計型ウェアラブル端末（Fitbit
Inspire 3）を配布し、介入期間中の自己管理
を促す。体組成計は介入開始後１～12 週ま
で毎日使用し、体重、体脂肪率、BMI 等を測
定し、体重は２週に１回 Microsoft Forms で
報告する。ウェアラブル端末は入浴時を除き
装着し、歩数、身体活動量、睡眠等を記録す
る。データはスマートフォンに転送され、研
究者も API を通じて取得する。歩数も同様
に２週に１回報告する。

（2）定期的な評価および報告
介入期間中の偶数週（第２、４、６、８、10、
12 週）に、体重、歩数、生活習慣改善の実施
状況、ならびに目標達成度およびその振り返
りについて、Microsoft Forms を用いた自記式
調査により収集する。

（3）フィードバック
研究者は 2 週ごとに収集データを集計し、翌
週初めに個別フィードバックを提供する。フ
ィードバック内容には、全体傾向と個人の達
成状況を提示し、行動変容を促す。

（4）尿ナトリウム／カリウム比の測定
尿ナトリウム／カリウム比は、説明会時、介
入開始後第６週および第 12 週の計３回測定
する。測定には市販の減塩評価ツールを用
い、結果は参加者本人へフィードバックする
ことで減塩行動の促進を図る。

（5）対面指導および集団指導
介入開始第１週および第 12 週に個別面談、
第６週に集団指導を実施する。指導は保健師
または管理栄養士が担当し、食事、運動、生
活リズム等の改善を中心に行う。事前に標準
化されたマニュアルに基づく研修を実施し、
指導の質を担保する。

（6）ICT 教材の提供
ICT 教材は、介入開始第１週および第６週に
配信する。内容は、食事（初級・中級・上級）、
運動、生活リズム、セルフモニタリングに関
する教育資料とする。教育資料は本研究班に

おいてＲ４-５年度の研究報告から得られた
－２cm・－２kg の実現に効果的なエビデン
スを盛り込んだ。また、参加者からの質問を
収集し、一定期間後に回答を配信する Q&A
形式の支援を実施する。保健指導用の資料に
ついては、カロリー・塩分・カリウムの３つ
の視点で教材の開発を行った（表１）。

（7）ICT ツールを用いた支援
参加者とのコミュニケーションには、LINE
WORKS を使用する。動画配信、フィードバ
ック提供、定期的なメッセージ配信等を通じ
て双方向の支援を行う。

D．考察 
本研究では、ICT を活用した包括的な生活

習慣改善プログラムの開発として、セルフモ
ニタリング、定期的フィードバック、対面・
オンライン指導を組み合わせた支援モデル
を構築した。ICT 教材ではエビデンスに基づ
く有効な支援要素を盛り込んだ。これらによ
り、行動の可視化と継続的支援が可能とな
り、行動変容の促進が期待される。特にセル
フモニタリングと ICT 教材を用いたフィー
ドバックの反復により自己効力感が高まる
と考えられ、減量行動の実践および継続に寄
与すると考えられる。一方で、単一企業を対
象とした点など一般化については今後の検
証が必要である。

E．結論 
本研究では、ICT を活用した統合型保健指

導支援モデルの教材を開発した。これによ
り、行動変容を促進する有用な手法となる可
能性が期待される。今後は、実際の介入研究
を通じてその効果を検証する必要がある。本
研究は、ICT を活用した保健指導の実装に向
けた基盤的知見を提供するものである。

F．健康危険情報
なし

G．研究発表
１．論文発表（書籍を含む） 
  なし

２．学会発表
なし

H．知的財産権の出願・登録状況（予定含む） 
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１．特許取得 
なし 

２．実用新案登録 
なし 

３．その他
なし 

図1．Aグループ・Bグループ・研究班のスケジュール 

表１ 作成したICT教材 
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